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談合の「実効性」
「競争の実質的制限」・「当該商品又は役務」との関係
舟 田 正 之
1 カルテル・談合の「実効性」
2 独禁法 3条違反，特に「競争の実質的制限」要件該当性
3 「当該商品又は役務」（法 7条の 2第 1項）該当性




















） 平林英勝「最近の入札談合事件審判決の検討」判例タイムズ 1222 号 46 頁以下（2006 年）参
照。
） なお，この例で，アウトサイダーが落札すれば，当該物件は，後述の課徴金対象とならない。




































































あり，その落札金額の合計は上記 72 物件についての合計 200 億 7,575 万
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） 舟田正之「談合と独占禁止法」日本経済法学会年報 25 号 24 頁以下（2004 年）。また，同「課




























その理由の第一として，法 7 条の 2 第 1 項は，「当該行為の実行としての事
業活動を行った日から当該行為の実行としての事業活動がなくなる日までの期
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） これとやや異なる整理をして検討したものとして，内田耕作「入札談合における受注調整と個
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	） 平林・前注 1）判例タイムズ 1222 号 47 頁以下参照。

） この 2つの立場については古くから論じられてきた。舟田・前掲注 5）日本経済法学会年報 25
号 24 頁以下も触れているが，もっとも早く実行説を唱えたのは，実方謙二「課徴金の対象とな
る『当該役務』の売上高 自火報設備事件審決をめぐって」公正取引 420 号 4 頁以下（1985
年）等である。その他の研究文献については，平林・前注 1）の注 22 を参照。
その後の研究として，内田耕作「入札談合の場合の『当該商品または役務』［土屋企業事件］」































（金判 1189 号 28頁）であった。同事件審決は協和エクシオ基準に則って土屋企
業に対し，課徴金納付命令を発した（平成 13・8・1 審決集 48巻 434頁）。
しかし，同判決は，一般論として協和エクシオ基準を採用しつつ，個別調整








































ったというケースについて，基本合意と個別調整で 2 社ないし 1 社まで絞ら
れ，競争単位が減少したことで，原則として，「競争制限効果が発生した」と
いう認定の仕方が採用されている（森川建設事件＝審判審決平成 16・8・4 審決集
51巻 87頁，上門工業事件＝審判審決平成 21・2・16審決集 55巻 598頁。港町管理
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は論者によって異なるのかもしれないが），法 7 条の 2 第 1 項の適用の場面で，
立証配分ルールを適用する意味はなくなっているはずである。
これに対し，実行必要説（実体法上の要件として，前記の，狭められた協和エ





判審決平成 12・4・21（審決集 47巻 37頁）は，個別の物件について入札価格の
連絡などしていない等の被審人の主張に対し，次のように述べている。




























集 56 巻第 2分冊 373頁）は，以下のように判示している。
「最終的に 2 者が受注を希望して調整がつかず，2 者を受注予定者と選定す
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11） これについては，西村・前注 9）のほか，菅久修一（編）『独占禁止法』（商事法務，2013 年）

































































手談合課徴金事件 公取委審判審決平成 25・5・22」ジュリスト 1459 号 110 頁以下（2013
年），栗田誠「入札談合における課徴金の対象となる当該役務該当性」平成 25 年度重判解 256 頁
以下（2014 年）は，このような立証配分ルールの適用に反対している。同様の問題が争われた
他の事例については，泉水文雄「経済法判例・審決の動き」平成 25 年度重判解 247 頁（2014
年）を参照。
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